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黒川地域行政事務組合人事行政の運営等の状況について 
 

地方公務員法第58条の2及び黒川地域行政事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規

定に基づき、次のとおり報告するものです。 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況                     

（１）職員の任免 

① 採用試験の実施状況（平成 31年 4 月採用分） 

平成 31年度採用者における試験内容は次のとおりです。 

区 分 受験者 合格者 

行政職（初級） 11 人 3 人 

消防職（初級） 32 人 6 人 

 

 

② 採用者の状況（平成 30 年 4月 1日から平成 31年 3月 31日） 

平成 30年度に採用した職員は次のとおりです。 

区 分 競争試験 その他 計 

消防職（初級） 7 人 0 人 7 人 

 

 

③ 退職者の状況（平成 30 年 4月 1日から平成 31年 3月 31日） 

平成 30年度に退職した職員は次のとおりです。 

区 分 定年退職 勧奨退職 普通退職 その他 計 

一般行政職 1 人 0 人 1 人 0 人 2 人 

消 防 職 5 人 0 人 1 人 0 人 6 人 

技能労務職 1 人 0 人 0 人 0 人 1 人 

医 療 職 0 人 0 人 1 人 0 人 1 人 

計 7 人 0 人 3 人 0 人 10 人 

 

 

（２）職員数 

① 職員の定数の状況（平成 30 年 4月 1日現在） 

平成 30年 4 月 1日現在の職員数は次のとおりです。 

区 分 条例定数 職員数 

理事会の事務部局 35 人 28 人 

教育委員会の事務局 

（教育委員会の所管に属する学

校以外の教育機関の職員） 

2 人 1 人 

消防の事務部局 145人 145人 

計 182人 174人 
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② 部門別職員数の状況（各年 4月 1日現在） 

区  分 職 員 数 
対前年増減数 

部  門 平成 29年度 平成 30年度 

普通会 

計部門 

一般行 

政部門 

総 務 11 人 9 人 2 人 

民 生 1 人 1 人 0 人 

衛 生 17 人 17 人 0 人 

教育部門 1 人 1 人 0 人 

消防部門 145人 145人 0 人 

小  計 175人 173人 2 人 

公営企 

業等会 

計部門 

病院部門 2 人 1 人 1 人 

合  計 177人 174人 3 人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

 

③ 職種別職員数の状況（各年 4月 1日現在） 

職  種 平成 29年度 平成 30年度 対前年増減数 

一般行政職 20 人 19 人 1 人 

消 防 職 145人 145人 0 人 

技能労務職 10 人 9 人 1 人 

医 療 職 2 人 1 人 1 人 

合  計 177人 174人 3 人 

 

④ 年齢別職員構成の状況（平成 30年 4月 1 日現在） 

 20 歳 20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 60 歳  

職 種  ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～  合 計 

 未満 23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳 以上  

行政職 ＊人 ＊人 ＊人 5 人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 19 人 

消防職 6 人 25 人 20 人 19 人 7 人 9 人 28 人 8 人 ＊人 8 人 15 人 ＊人 145人 

労務職 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 9 人 

医療職 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 ＊人 1 人 

（該当者が 3人以下の欄は*（アスタリスク）で表示されています。） 
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２ 職員の給与の状況                             

１ 総括 

（１）人件費の状況（平成 30 年度普通会計決算） 

区 分 
歳出額 実質収支 人件費 人件費率 

（参考） 

平成 29年度 

の人件費率 Ａ  Ｂ （Ｂ/Ａ） 

平成 30年度 2,130,696 千円 17,255千円 1,196,406千円 56.2％ 26.6％ 

 

（２）職員給与費の状況（平成 31 年度普通会計当初予算） 

区 分 
職員数  給 与 費  計 

1人当たり 

給与費 

Ａ 給料 職員手当 期末勤勉手当 Ｂ （Ｂ/Ａ） 

平成 31年度 172人 551,759千円 148,785千円 220,714千円 921,258千円 5,356千円 

（注）１ 職員手当には退職手当、児童手当は含まれていません。 

２ 職員数は平成 31年 4月 1日現在の人数です。 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給の状況 

（１）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

①一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

黒川地域行政事務組合 42.6歳 282,000円 324,490円 

宮城県 42.2歳 320,093円 405,493円 

国 43.5歳 329,845円 410,940円（注３） 

 

②技能労務職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

黒川地域行政事務組合 47.4歳 266,833円 296,524円 

宮城県 51.9歳 312,660円 353,467円 

国 50.7歳 286,817円 328,637円（注３） 

 

③消防職 

区 分 平均年齢 平均給料額 平均給与月額 

黒川地域行政事務組合 35.3歳 262,546円 318,848円 

宮城県 － － － 

国 － － － 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成 30年 4月 1日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

などのすべての諸手当額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている

ものです。 

３ 「国」の区分における平均給与月額には、時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていませ

ん。 
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（２）職員の初任給の状況（平成 30年 4 月 1日現在） 

区 分 黒川地域行政事務組合 宮城県 国 

一般行政職 大学卒 179,200円 187,100円 179,200円 

（消防職） 高校卒 147,100円 152,600円 147,100円 

技能労務職 
高校卒 144,500円 150,300円 144,500円 

中学卒 128,900円 133,600円 － 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 30年 4 月 1日現在） 

区 分 
経験年数 

7年以上 10年未満 

経験年数 

10年以上 15年未満 

経験年数 

15年以上 20年未満 

一般行政職 
大学卒 225,500円 － 287,950円 

高校卒 － － － 

消 防 職 
大学卒 225,520円 259,200円 306,900円 

高校卒 197,644円 228,510円 272,113円 

技能労務職 
高校卒 － － － 

中学卒 － － － 

 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数（平成 30 年 4月 1 日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1年前の構成比 

１級 主事、技師 6人 31.6％ 45.0％ 

２級 主事、技師 2人 10.5％ 5.0％ 

３級 主幹、技術主幹、主査、技術主査 1人 5.3％ 5.0％ 

４級 
課長、副参事、技術副参事、会計管理者 

教育次長、所長、主幹 
4人 21.0％ 20.0％ 

５級 
課長、会計管理者、参事、技術参事、所長 

教育次長 
6人 31.6％ 25.0％ 

６級 課長、会計管理者 0人 0.0％ 0.0％ 

計  19人 100.0％ 100.0％ 

 

（２）消防職の級別職員数（平成 30年 4 月 1日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1年前の構成比 

１級 消防副士長、消防士 58人 40.0％ 40.0％ 

２級 消防士長 17人 11.7％ 11.0％ 

３級 消防司令、消防司令補 28人 19.3％ 19.3％ 

４級 消防司令 30人 20.7％ 21.4％ 

５級 消防司令長 11人 7.6％ 7.6％ 

６級 消防監 1人 0.7％ 0.7％ 

計  145人 100.0％ 100.0％ 

 

 



 5 

（３）技能労務職の級別職員数（平成 30 年 4月 1 日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1年前の構成比 

１級 技術員 0人 0.0％ 0.0％ 

２級 技術員 6人 66.7％ 80.0％ 

３級 主任技術員、技術員 3人 33.3％ 20.0％ 

計  9人 100.0％ 100.0％ 

（注）１ 黒川地域行政事務組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

（４）昇給への勤務成績反映状況 

1月 1日から 12月 31日までの 1年間における業績、勤務態度や能力などを評価し、その評価に基づき、 

1月 1日に実施する昇給区分（0号俸から 8号俸）を決定することとしている。 

 

 

４ 職員手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

黒川地域行政事務組合 宮城県 国 

1人あたりの平均支給額 

（平成 30年度）  1,257,996円 
－ － 

（平成 30年度支給割合） （平成 30年度支給割合） （平成 30年度支給割合） 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

2.60月分 1.85月分 2.60月分 1.85月分 2.60月分 1.85月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置【有】 

・役職加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置【有】 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置【有】 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

基準日（6月 1日・12月 1日）以前の 6ヶ月以内の期間において勤務成績（業績、勤務態度、能力等）を適

正に評価し、「特に優秀」「優秀」「良好」「良好でない」の区分に応じて理事会が成績率を決定する。 

 

（２）退職手当（平成 30年 4 月１日現在） 

黒川地域行政事務組合 国 

（支給率）   （支給率）   

 自己都合 勧奨・定年  自己都合 勧奨・定年 

勤続 20年 19.6695月分 24.586875月分 勤続 20年 19.6695月分 24.586875月分 

勤続 25年 28.0395月分 33.27075月分 勤続 25年 28.0395月分 33.27075月分 

勤続 35年 39.7575月分 47.709月分 勤続 35年 39.7575月分 47.709月分 

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分 

その他加算措置 

定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 

その他加算措置 

定年前早期退職特例措置（1%～45%加算） 
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（３）地域手当（平成 30年 4 月１日現在） 

支給実績（平成 30年度決算） 207千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（平成 30年度決算） 206,712円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都 特別区 20％ ― 20％ 

宮城県 多賀城市 10％ ― 10％ 

宮城県 仙台市 6％ 1人 6％ 

宮城県 名取市 3％ ― 3％ 

 

 

 

（４）特殊勤務手当（平成 30 年 4 月１日現在） 

支給実績（平成 30年度決算） 2,599千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（平成 30年度決算） 24,061円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 30年度） 74.5％ 

手当の種類（手当数） 3種 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

出 場 手 当 

（水・火災） 
消 防 職 員 水、火災等の防ぎょ活動に従事した場合 1回につき 200円 

出 場 手 当 

（救急） 
消 防 職 員 

救急業務に従事した場合 

ただし、不搬送には支給しない 
1回につき 200円 

高度救急処置手当 消 防 職 員 
救急救命士の資格を有する職員が、高度

救命処置を行った場合 
1回につき 500円 

 

 

 

 

（５） 時間外勤務手当 

支給実績（平成 30年度決算） 20,906千円 

職員 1人当たり平均支給年額（平成 30年度決算） 136,641円 

支給実績（平成 29年度決算） 20,427千円 

職員 1人当たり平均支給年額（平成 29年度決算） 130,950円 
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（６）その他手当（平成 30 年 4 月１日現在） 

区分 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度

と異なる

内  容 

平成 30年度

支 給 実 績 

支給職員 1人

当たりの平均

支給年額 

扶
養
手
当 

1 配偶者 6,500円 

2 子   1人につき 10,000円 

3 父母等 1人につき 6,500円 

 

※ 扶養親族である子のうち、満 15歳に達する日以

後最初の 4 月 1 日から満 22 歳に達する日以後の最

初の 3 月 31 日までの間にある子 1 人につき 5,000

円加算 

同じ 無 23,700千円 244,333円 

住
居
手
当 

借家、借間に住居している職員 

ア 月額 23,000円以下の家賃を支払っている職員 

家賃－12,000円 

イ 月額 23,000 円を超える家賃を支払っている職

員 

11,000円＋（家賃－23,000円）/2 

（限度額 27,000円） 

〃 〃 15,196千円 310,116円 

通
勤
手
当 

1 交通機関等の利用者 

1箇月に要する運賃等（最も経済的かつ合理的なも

の）で 55,000円を限度として支給 

2 自動車等の利用者（片道 2km以上） 

使用距離（片道）により、2,000円～31,600円 

〃 〃 12,843千円 81,803円 

管
理
職
手
当 

管理、監督の地位にある職員に対し、その勤務の特

殊性に基づき支給 

18,500円～41,500円 

〃 〃 6,144千円 323,368円 

休
日
勤
務
手
当 

休日において、正規の勤務時間に勤務することを命

じられ勤務した職員に支給 

支給額＝勤務 1 時間当たりの給与額×支給割合

（135/100）×勤務時間数 

〃 〃 38,227千円 335,322円 

夜
間
勤
務
手
当 

正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午前 5

時までの間に勤務することを命じられ勤務した職

員に支給 

支給額＝勤務 1 時間当たりの給与額×支給割合

（25/100）×勤務時間数 

〃 〃 10,277千円 90,149円 
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（７） 特別職の報酬等の状況（平成 30 年 4月１日現在） 

区 分 給料月額・報酬年額 

給   料 助   役  月 額 513,300円 

報   酬 

理 事 長  年 額 138,500円 

理   事  年 額 130,500円 

議   長  年 額 132,000円 

副 議 長  年 額 129,000円 

議   員  年 額 127,000円 

期 末 手 当 助   役 （平成 30年度支給割合） 3.35月分 

退 職 手 当 助   役 

（算定方式） 給料月額×在職月数×26/100 

 

（1期の手当額） 6,405,984 円 

 

（支給時期） 任期毎 

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８ヶ

月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況                   

（１）職員の勤務時間 

① 理事会事務部局職員 

職員の勤務時間は休憩時間を除き 1 週間当たり 38 時間 45 分で、1 日の勤務時間は次のとおりで

す。 

区 分 始業時間 終業時間 休憩時間 

一般行政職等 8：30 17：15 12：00から 13：00 まで 

② 環境管理センターに勤務する職員の勤務時間区分表 

適用職員 勤務区分 
勤務時間 

休憩時間 
始業時間 終業時間 

所長が命じる職員 

早番勤務 6：30 15：15 
勤務時間の途中に 60 分とし、そ

の時限は業務の実情に応じ所長

が定める 

平常勤務 8：30 17：15 

遅番勤務 12：30 21：15 

③ 業務課に勤務する職員の勤務時間区分表 

適用職員 勤務区分 
勤務時間 

休憩時間 
始業時間 終業時間 

介護認定審査会及

び障害支援区分認

定審査会に出席を

命じられた職員 

出席当日 8：30 20：30 12：00から 13：00 まで 

及び 

17：15から 17：30 まで 出席翌日 8：30 14：15 

④ 消防事務部局職員 

区 分 始業時間 終業時間 休憩時間 

毎日勤務 8：30 17：15 12：00から 13：00 まで 

隔日勤務 8：30 翌日の 8：30 

1 当務 2時間 30 分 

仮眠のための休憩時間帯（午後 9 時から翌日の午

前 6時まで）に通算し 6時間 

 

（２）年次有給休暇（平成 30 年 1 月 1 日から平成 30 年 12 月 31 日） 

年間 20日の年次有給休暇が付与され、20 日を限度として翌年に繰り越すことができます。 

区 分 総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 取得率 

一般行政職等 1053.4日 385.5 日 27 人 14.3日 36.6％ 

消 防 職 5,536 日 1,338.2 日 144人 9.3日 24.2％ 

 

（３）病気休暇 

職員が病気にかかり、又は負傷を受け、そのため療養を必要とするときには、療養のため休暇

を取得することができます。 

 

（４）特別休暇 

選挙権の行使、結婚、出産、交通機関等の事故など一定の要件に該当するときは、特別休暇を

取得することができます。 
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（５）介護休暇 

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により介護をするため勤務し

ないことが相当であると認められるときは、6 月の範囲内で介護休暇を取得できます。介護休暇

により勤務しない期間は無給となります。 

 

（６）育児休暇 

職員が 3 歳に満たない子を養育するため、当該子が 3 歳に達する日まで取得することができま

す。育児休業により勤務しない期間は無給となり、期末手当及び勤勉手当については、勤務しな

い期間に応じ減額されます。 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況                       

（１）分限処分（平成 30年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日） 

分限処分とは、勤務実績不良の場合や、心身の故障の場合、又はその職に必要な適格性を欠く

場合等において、公務能率の維持並びに適正な行政運営の確保を図るために行われる処分です。 

処分の種類 

処分事由 
降任 免職 休職 降格 合計 失職 

勤務実績が良くない場合 地公法第 28 条第 1 項 1号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

心身の故障の場合 
地公法第 28 条第 1 項 2号 

地公法第 28 条第 2 項 1号 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

職に必要な的確性を欠く場合 地公法第 28 条第 1 項 3号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

職制、定数の改廃、予算の減少

により廃職、過員を生じた場合 
地公法第 28 条第 1 項 4号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

刑事事件に関し起訴された場

合 
地公法第 28 条第 2 項 2号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

条例で定める事由による場合 地公法第 27 条第 2 項 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

合    計 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

地公法第 28 条第 4 項により失職した者 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

（２）懲戒処分（平成 30年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日） 

懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持するため、職務上の義務に違反し、若しくは職

務を怠った場合又は全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合において、職場の秩序

を維持し快復を図るために行われる処分です。 

処分の種類 

処分事由 
戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合 地公法第 29 条第 1 項 1号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 5 人 

職務上の義務に違反し又は職

務を怠った場合 
地公法第 29 条第 1 項 2号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 10 人 

全体の奉仕者たるにふさわし

くない非行のあった場合 
地公法第 29 条第 1 項 3号 0 人 0 人 1 人 0 人 1 人 1 人 

合    計 0 人 0 人 1 人 0 人 1 人 16 人 
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５ 職員の服務の状況                             

（１）服務制度の概要等 

法第 30条では、服務の根本基準として、「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益の

ために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と

されており、下記の義務や制限が定められています。 

服務の具体的内容 法の規定 

服務の宣誓 法第 31条 

法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 法第 32条 

信用失墜行為の禁止 法第 33条 

秘密を守る義務 法第 34条 

職務に専念する義務 法第 35条 

政治的行為の制限 法第 36条 

争議行為等の禁止 法第 37条 

営利企業等の従事制限 法第 38条 

ただし、研修を受ける場合や定期健康診断を受診する場合のほか、人事委員会が定める場合に

職務に専念する義務が免除されることがあります。また、営利企業への従事に関しては、許可基

準を設け運用しています。 

 

（２）職員の営利企業等従事許可の状況（平成 30年 4 月 1 日～平成 31年 3 月 31 日） 

職員が営利企業等に従事する場合には、地方公務員法に基づき任命権者の許可が必要です。 

区  分 件数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の団

体の役員、その他地方公共団体の規則に定める地位を兼ねる場合 
0 件 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合（農業他） 10 件 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（統計調査等） 0 件 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況                    

（１）職員の研修 

① 理事会事務部局 

研  修  名 研修場所 実施年月 
受講 

者数 

実務研修 
研修担当職員研修 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 4月 1人 

契約事務研修 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 5月 4人 

法務・政策研修 

地方公務員制度研修 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 5月 1人 

条例・規則作成研修(基礎) 宮城県市町村職員研修所 
平成 30年 6月 

平成 30年 7月 

3人 

1人 

条例・規則作成研修(実践) 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 8月 1人 

地方自治制度研修 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 9月 2人 

ステップアップ

研修 
クレーム対応研修 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 11月 1人 

階層別研修 

管理者研修Ⅰ 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 8月 1人 

管理者研修Ⅱ 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 11月 1人 

管理者研修Ⅲ 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 5月 1人 

技能労務職員研修 宮城県市町村職員研修所 平成 30年 10月 2人 

ＯＡ研修 Word2016応用 他 宮城県市町村職員研修所 通年 6人 

計 25人 
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② 消防事務部局 

研 修 名 研修場所 実施年月 
受講 

者数 

救急救命士養成研修（第 54 期） 救急救命東京研修所 平成 30年 4 月 1 人 

救急救命士養成研修（第 55 期） 救急救命東京研修所 平成 30年 9 月 1 人 

初任総合教育入校 宮城県消防学校 通年 7 人 

消防・救急緊急自動車運転技能者研修 安全運転中央研修所（茨城県） 平成 30年 10月 1 人 

専科教育火災調査科（第 36 期） 消防大学校（東京都） 平成 30年 10月 1 人 

救急救命士処置拡大講習（前期・後期） 宮城県消防学校 平成 30年 11月 2 人 

幹部教育初級幹部科（第 34 期） 宮城県消防学校 平成 31年 1月 2 人 

特別教育救助隊員教育講習 宮城県消防学校 平成 30年 11月 1 人 

専科教育危険物科（第 5期） 宮城県消防学校 平成 30年 11月 2 人 

専科教育警防科（第 7 期） 宮城県消防学校 平成 30年 11月 2 人 

専科教育予防査察科（第 7期） 宮城県消防学校 平成 30年 12月 2 人 

専科教育火災調査科（第 9期） 宮城県消防学校 平成 30年 12月 2 人 

特別教育救急救命士再教育講習 宮城県消防学校 平成 30年 12月 1 人 

全国消防長会東北地区支部総会 ﾎﾃﾙﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝ山形（山形県） 平成 30年 4 月 1 人 

東京国際消防防災展 2018視察 東京国際展示場（東京都） 平成 30年 5 月 1 人 

東北救急医学会総会・学術集会 山形テレサ（山形県） 平成 30年 6 月 1 人 

第 33 回危険物保安技術講習会 
市ヶ谷大郷ビル AP市ヶ谷（東

京都） 
平成 30年 7 月 1 人 

第一種衛生管理者講習 安全教育センター(仙台市) 平成 30年 7 月 1 人 

全国消防長会東北支部消防署長研修会 八戸プラザホテル（八戸市） 平成 30年 9 月 1 人 

第二級陸上無線技士養成課程 仙台商工会議所（仙台市） 
平成 30年 8 月 

平成 30年 12月 

2 人 

2 人 

全国消防長会東北支部警防実務研究会 ホテル東日本盛岡（盛岡市） 平成 30年 10月 1 人 

第 26 回全国消防操法大会 
富山県広域消防防災センター

（富山市） 
平成 30年 10月 1 人 

消防職員委員会の組織及び運営の基準改正等

に係る全国説明会 

盛岡地区広域消防組合消防本

部（盛岡市） 
平成 30年 10月 1 人 

クレーン運転業務特別教育 
ボイラ・クレーン安全協会 

宮城事務所（仙台市） 
平成 30年 11月 2 人 

玉掛け技能講習 
ボイラ・クレーン安全協会宮

城事務所（仙台市） 
平成 30年 10月 1 人 

小型移動式クレーン運転技能講習 
ボイラ・クレーン安全協会宮

城事務所（仙台市） 
平成 30年 10月 1 人 

救急実務講習会 
ホテルメトロポリタン秋田

（秋田市） 
平成 30年 10月 1 人 

全国消防長会東北支部消防長研修会 
郡山ビューホテルアネックス

（郡山市） 
平成 30年 11月 1 人 

緊急消防援助隊北海道東北ブロック合同訓練 福島県いわき市 平成 30年 11月 7 人 

第 66 回全国消防技術者会議 ニッショーホール(東京都) 平成 30年 11月 1 人 

2 級小型船舶講習 
日本船舶職員養成協会東北

（塩竈市） 
平成 30年 12月 1 人 
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研 修 名 研修場所 実施年月 
受講 

者数 

救急救命東京研修所総合想定訓練参観 救急救命東京研修所 平成 31年 1 月 2 人 

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習 安全教育センター（仙台市） 平成 31年 1 月 2 人 

計 57 人 

 

 

（２）職員の勤務成績の評定状況（平成 30年 4 月 1日から平成 31 年 3月 31 日） 

評定基準日 評定の対象人数 

平成 30年 12月 1日 172名 

 

（３）職員の勤勉手当成績率判定の状況（平成 30年 4 月 1 日から平成 31年 3月 31 日） 

評定基準日 評定の対象人数 

平成 30年 6 月 1日 172名 

平成 30年 12月 1日 172名 

 

７ 職員の福祉及び利益保護の状況                       

（１）職員の福祉 

① 健康診断実施状況 

区  分 理事会部局等 消防部局 受診者数 

定期健康診断（人間ドック含む） 27 人 137人 164人 

胃がん検診（人間ドック含む） 22 人 86 人 108人 

子宮がん検診 2 人 0 人 2 人 

乳がん検診 3 人 0 人 3 人 

 

② 共済制度 

共済制度とは、職員の掛金と使用者である地方公共団体等の負担金を財源として、職員の生

活の安定と福祉の向上を図るもので、地方職員共済組合等が各種給付事業や福祉事業を行って

います。 

 

③ 公務災害補償 

地方公務員災害補償制度は、地方公務員が公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。）

又は通勤災害によって生じた損害を補償するとともに、必要な福祉事業を行うものです。 

 

（２）職員の利益保護 

職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立等の利益の保護の状況 

①勤務条件に関する措置の要求状況 

継続件数 措置要求件数 

0 件 0 件 

 

②不利益処分に関する不服申立状況 

継続件数 措置要求件数 

0 件 0 件 

 


